
県では、平成23年３月11日に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う電力
受給の逼迫を受け、将来にわたり安全・安心なエネルギーを安定的に確保していくため、中長期の新たなエ
ネルギー政策として「かながわスマートエネルギー構想」を掲げ、「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」の取組
を総合的に推進しています。

「かながわスマートエネルギー構想」では、「原子力発電に過度に依存しない」「環境に配慮する」
「地産地消を推進する」という３つの原則のもと、再生可能エネルギー等の導入を図る「創エネ」、エネ
ルギー消費を抑える「省エネ」、エネルギーを蓄えて効率的に使う「蓄エネ」の３つの取組を総合的に進め、
効率的なエネルギー需給を地域において実現することを目指しています。

かながわスマートエネルギー構想の推進かながわスマートエネルギー構想の推進
～「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」の取組～～「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」の取組～
かながわスマートエネルギー構想の推進
～「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」の取組～

特集記事１特集記事１

３つの原則と３つの取組1

1　かながわスマートエネルギー構想について 　　　

【かながわスマートエネルギー構想】

３つの原則

原子力発電に過度に依存しない

環境に配慮する

地産地消を推進する

創エネ

省エネ

蓄エネ

３つの取組

電力会社を中心とした集中型のエネルギー
体系から、  地域が中心となった分散型の
エネルギー体系へ

太陽光発電を中心に再生可能エネルギー等の導入促進

電力の消費量を減らすピークカットの促進

電力を蓄えて効率的に使うピークシフトの促進

●太陽光発電の普及促進　～かながわソーラープロジェクト～
　・住宅用太陽光発電設備への補助
　・かながわソーラーバンクシステム
　・県有施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業
　・メガソーラーの誘致、県有地を活用したメガソーラー事業
●その他の再生可能エネルギー等の導入促進
　・風力、小水力、温泉熱など、地域特性に応じた導入促進

●工場・事業所等における省エネ対策の促進
　・中小規模事業者省エネルギー「見える化」推進事業
●家庭における省エネ対策の促進
　・省エネ診断や節電相談の実施
●県有施設のＬＥＤ照明化

●定置型蓄電池の普及促進
　・ スマートエネルギーシステムの実証運用
●ＥＶ（電気自動車）の普及促進
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「かながわスマートエネルギー構想」では、2020年度に県内の消費電力量に対する「創エネ」と「省エ
ネ」の割合を、「蓄エネ」と組み合わせることにより20％以上の水準まで高めることを目標としています。

平成23年12月から、県と参加事業者が協力し、太陽光発電設備を県民の皆様にリーズナブルな価格で安
心して設置していただく「かながわソーラーバンクシステム」に取り組んでいます。
県が開設した「かながわソーラーセンター」において、県が設置価格、数量・地域、販売・施工体制、ア
フターサービス等を評価して選考した、戸建住宅・共同住宅・産業用の設置プランを紹介しています。
平成24年８月から紹介している住宅用の設置プランは、陸屋根タイプを除き、発電した電気の買取期間
（10年間）内で、売電収入と電気料金の節約により設置費用の回収が可能と見込まれるプランとなってい
ます。

かながわソーラーバンクシステム1

2　「創エネ」の取組（主な取組の紹介）　　　　　　　　　　　　　         　　　

【取組目標】

【かながわソーラーバンクの概要】

目標2

「省エネ」による
消費量の削減

「創エネ」による
供給力の向上

「省エネ」4%程度

「創エネ」16%程度
「蓄エネ｣

※上図は「創エネ」分の電力が、県内でそのまま消費されていることを表すものではない。
　また、「創エネ」には、再生可能エネルギーのほか、揚水発電・廃棄物発電を含む。

県内年間電力消費量
約502億kWh

２０２０年度（目標）２０１４年度２００９年度（直近）

「再生可能エネルギー等」
約2.3％（約11.55億kWh）

「省エネ」4%程度

「創エネ」6%程度

合計
20％以上

電力会社

売電
収入

売電

家庭

調査・費用
見積・契約

ソーラー
パネル
設置

設置費用
支払い

相談等

補助

返済

ソーラー
ローン※

国

公募・協定

開設

パネル
メーカー・
施工業者 かながわ

ソーラー
センター
相談窓口

県・市町村

協力金融機関

神
奈
川
県

※

ソ
ー
ラ
ー
ロ
ー
ン
の
利
用
は

　

必
須
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ご相談、見積もり申し込み等は
「かながわソーラーセンター」へ

0120-402-442
☎045-232-4024
（携帯・自動車電話・ＰＨＰなどは、こちら）

【受付日時】月～土曜９時～17時　
　　（祝・休日を除く）

▲

インターネットが使える場合

▲

インターネットが使えない場合

上記に電話してください。

ホームページへアクセス

電話 面談
（予約制）

かながわソーラーセンター 検索
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ＬＥＤ照明の導入は、省エネ対策の中でも大きなエネルギー削減効果が得られることから、県では、これ
まで、県有施設において積極的に導入してきました。
平成23年度には、本庁庁舎、県立図書館等26施設に約12,000灯を導入しました。
平成24年度では、警察本部庁舎にリース方式により約6,700灯を導入しました。さらに、リース経費を電
気料金等の削減額で賄うことにより、既決予算の範囲内でＬＥＤ照明を導入できる施設を選定し、170施設
約７万灯を導入しました。

県有施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業2

県有施設のＬＥＤ照明化1

3　「省エネ」の取組（主な取組の紹介）         　　　

【県有施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業の概要】

【リース経費を電気料金等の削減額で賄うことにより導入する仕組み】

平成24年７月からスタートした固定価格買取制度を積極的に活用し、「新たなビジネスモデル」を神奈
川から発信するため、全国に先駆けて県有施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業に取り組んでいます。
平成24年６月には、全国の自治体で初めて、県有施設（20施設、25棟）についての公募を開始し、７
月に４事業者を発電事業者として決定しました。また、10月には「第２弾」として、対象施設を県立学校
（20校、29棟）に絞るとともに、提案項目に「県立学校の教育環境に資する提案」を加えた公募を実施し、
12月に４事業者を発電事業者として決定しました。
この「屋根貸し」による太陽光発電事業は、本県の取組後、全国に広がっており、平成24年12月現在で、
約20の自治体で取り組まれています。

発電事業者

①県有施設を提示、公募

太陽光発電

電力会社
⑤電力売却（全量）

②事業計画提案

③選考・使用許可（20年）

④太陽光パネル設置

⑥売電収入

⑦使用料納付神奈川県

後入導ＤＥＬ状現

電気料金等

電気料金等

電気料金等
の削減分 リース料

既決予算内
で対応

ＬＥＤ導入による電気料金等
の削減分をリース料に充当
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平成24年８月から、産業技術センターの管理・情報棟において、太陽光発電設備や蓄電池を組み合わせ
てエネルギーの需給管理を行う「スマートエネルギーシステム」の実証運用を行っています。
このシステムでは、太陽光発電により電力の使用をカットし、併せて、使用最大電力が抑制目標値に達し
そうになるとスマートコントローラにより自動的に蓄電池に蓄えた電気を放電するとともに、蓄電池からの
放電出力が足りないか、蓄電池の残量がなくなると、ＥＶ用充給電器によりＥＶに蓄えた電気を放電するこ
とにより、系統（商用）電力の使用がカットされます。
このシステムの導入により、昨年度の使用最大電力の15％カットを目指して実証を行っています。

スマートエネルギーシステムの実証運用1

4　「蓄エネ」の取組（主な取組の紹介）　　　　　　　　　　　　         　　　

【スマートエネルギーシステムの概要】

URL かながわスマートエネルギー構想　ホームページ
http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f300183/ かながわスマートエネルギー構想 検索

URL 「東日本大震災関連情報」
 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f100573/

　この度の東日本大震災により発生した福島第一原子力発電所の事故に伴う放射線情報につきましては、県のホー
ムページにて情報提供を行っております。（大気、水道水、食品等の放射線情報及び相談窓口など）

東日本大震災関連情報

太陽光パネル（出力17kW）

EV（容量24kWh）

蓄電池
出力10kW
容量13kWh

見える化モニター表示
・システム概要　　　　　　　　・電力使用状況（電源別）
・コスト（電力料金）削減効果　・制御状態　等

EV用充給電器
（出力10kW）

制御

発電

放電 蓄電 充電 給電

制御

表
示
内

スマートコントローラ

モニター

設置施設
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